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特定工場の届出と規制のしおり 

 

 坂井市環境保全条例（平成 18年 3月 20日制定）では、公害関係法及び県条例による規制対象の範

囲を拡大して、これらを「特定工場」として届出を義務付け、各種の規制基準を適用することとして

います。 

 

１ 特定工場の種類 

  特定工場とは、坂井市内において公害原因物質等（※1）を発生し、排出し、又は飛散するおそ 

 れのある工場又は事業場（以下「工場等」という。）であって規則で定めるものをいいます。 

  ※１ 公害原因物質等とは、ばい煙、粉じん、汚水、廃液、騒音、振動、悪臭物質その他の人の 

    健康又は安全かつ快適な生活環境を阻害する物質のことをいいます。 

 

●特定工場（市環境保全条例施行規則（以下「規則」という。）別表第 1） 

1 定格出力が2.2キロワット以上の原動機を使用する工場又は事業場 

2 定格出力が0.75キロワット以上2.2キロワット未満の原動機を使用する工場又は事業場で次に掲げ

るもの 

(1) 織物工場、レース編工場、ねん糸工場又はサイジング工場 

(2) 印刷所又は製本所 

(3) 木工所又は製材(チップ製造を含む。)所 

(4) 鉄工所又は板金作業を行う工場 

3 鉱物(コークスを含む。)又は土石、砂類の堆積場(堆積場の面積が500平方メートル以上のもの)を設

置する工場又は事業場 

4 粉末状の原料(チップ及びおがくずを含む。)等の貯蔵施設及び運搬施設を設置する工場又は事業場 

5 打綿機又は製綿機を設置する工場又は事業場 

6 ボイラー(伝熱面積5平方メートル以上のもの)を設置する工場又は事業場 

7 廃棄物焼却炉(焼却炉の火格子面積が0.5平方メートル以上のもの)を設置する工場又は事業場 

8 公共用水域(水質汚濁防止法(昭和45年法律第138号)第2条第1項に規定する公共用水域をいう。)に排

出する1日当たりの平均的な排出水の量が30立方メートル以上である工場又は事業場 

9 次の家畜飼養事業場 

地域の区分 家畜の種類 飼養数 

市街化区域 

牛 1頭以上 

豚 1頭以上 

鶏 100羽以上 

市街化区域以外の区域 

牛 10頭以上 

豚 50頭以上 

鶏 1,000羽以上 

備考 市街化区域とは、化製場等に関する法律(昭和23年法律第140号)第9条第1項の規定に基づき、動

物の飼養又は収容の許可を受けなければならない区域として指定された区域とする。 
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２ 特定工場の届出義務 

 次の場合、規則に定める様式で、正本にその写しを 1通添えて市長に提出してください。 

 

届出の種類 届出の期限 届出の様式 添付書類 

特定工場の設

置の届出 

設置工事開始の 

60日前まで 

特定工場設置（使用）

届出書 

（様式第 1号） 

①建築物の構造 

②施設の構造および使用の方法（ｶ

ﾀﾛｸﾞ等能力のわかるもの） 

③用排水系統図 

④施設配置図 

⑤汚染物質等の処理の方法 

⑥廃棄物等の量および処理の方法 

⑦近隣の状況を明らかにした図面 

使用届出 

（経過措置に

伴う届出） 

特定工場となった

日から 30日以内 

特定工場の変

更の届出 

変更にかかる工事

開始の日の 60日前

まで 

特定工場の変更届出書

（様式第２号） 

計画の変更勧

告及び命令を

受けた場合の

届出 

改善後速やかに 計画改善措置届出書 

（様式第３号） ①措置概要を記載したもの 

②その他図面等 

氏名の変更等

の届出 

変更の日から 

30日以内 

氏名（名称、住所、所在

地）変更届出書 

（様式第４号） 

不要 

承継の届出 承継の日から 

30日以内 

承継届出書 

（様式第５号） 
不要 

特定工場のす

べての使用の

廃止の届出 

使用廃止の日から

30日以内 

特定工場廃止届出書 

（様式第６号） 不要 

その他に特定

工場から発生

する公害原因

物質が規制基

準に適合しな

い場合に受け

た改善内容に

対して講じた

措置や事故発

生の場合など

の届出 

改善措置を採った

日から 10日以内 

改善措置完了届出書 

（様式第７号） 

①措置概要を記載したもの 

②その他図面等 

 事故発生届出書 

（様式第 8号） 

①事故の原因およびその状況 

②応急措置の内容 

③復旧工事に関する計画の内容 

④その他図面等 

復旧工事完了後 

速やかに 

復旧工事完了届出書 

（様式第 9号） 

①復旧工事の方法を記載したもの 

②その他図面等 

行為をする事前に 自然を保護する地区内

行為届出書 

（様式第 10号） 

①行為の内容、場所 

②自然を保護するための方法 

③その他図面等 
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３ 特定工場の規制基準 

（１）汚水に係る規制基準（規則別表第 2) 

項目 許容限度 

水素イオン濃度 

海域以外の公共用水域に排出されるもの 

5.8以上8.6以下 

海域に排出されるもの 5.0以上9.0以下 

生物化学的酸素要求量(単位1リットルにつきミリグラム) 160(日間平均120) 

化学的酸素要求量(単位1リットルにつきミリグラム) 160(日間平均120) 

浮遊物質量(単位1リットルにつきミリグラム) 200(日間平均150) 

ノルマルヘキサン抽出物質含有量(鉱油類含有量) 

(単位1リットルにつきミリグラム) 
5 

ノルマルヘキサン抽出物質含有量(動植物油脂類含有量)

(単位1リットルにつきミリグラム) 
30 

大腸菌数(単位1ミリリットルにつきコロニー形成単位) 日間平均800 

備考 

1 この表に掲げる規制基準は、1日当たりの平均的な排出水の量が30立方メートル以上の特定工場

に適用する。ただし、1日当たりの平均的排出水の量が50立方メートル以上の工場のうち、水質汚

濁防止法及び福井県公害防止条例(平成8年福井県条例第4号)の規定の適用を受ける工場又は事業

場については、この規制基準は適用しない。 

2 「日間平均」による許容限度は、1日の排出水の平均的な汚染状態について定めたものである。 

3 生物化学的酸素要求量に係る規制基準は、海域及び湖沼以外の公共用水域に排出される排出水

について適用し、化学的酸素要求量に係る規制基準は、海域及び湖沼に排出される排出水につい

て適用する。 

4 排出水の採水点は、当該特定工場の排水口とする。 

5 この表に掲げる項目に係る数値の検定方法は、排水基準を定める総理府令の規定に基づく環境

庁長官が定める排水基準に係る検定方法(昭和49年環境庁告示第64号)によるものとする。 

 

（２）騒音に係る規制基準（規則別表第３） 

時間の区分 

 

 

区域の区分 

規制基準(単位 デシベル) 

朝 昼間 夕 夜間 

午前6時から 

午前8時まで 

午前8時から 

午後7時まで 

午後7時から 

後10時まで 

午後10時から 

翌日の午前6時まで 

第1種区域 45 50 40 40 

第2種区域 50 60 50 45 

第3種区域 60 65 60 55 

第4種区域 65 70 65 60 

その他の区域 55 60 55 55 
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備考 

1 第1種区域、第2種区域、第3種区域、第4種区域及びその他の区域は附表1に掲げる区域(以下こ

の表において同じ。)とする。 

2 第2種区域、第3種区域、第4種区域又はその他の区域の区域内に所在する附表2に掲げる施設の

敷地の周囲おおむね50メートルの区域内における当該基準は、この表の値から5デシベルを減じた

値とする。 

3 「デシベル」とは、計量法(平成4年法律第51号)別表第2に定める音圧レベルの計量単位をいう。 

4 騒音の測定は、計量法第71条の条件に合格した騒音計を用いて行い、周波数補正回路はA特性を、

動特性は早い動特性(FAST)を用いることとする。 

5 騒音の測定場所は、騒音を発生する特定工場の敷地境界線とする。ただし、敷地境界線におい

て測定することが適当でないと認められる場合は、敷地境界線以外の任意の地点において測定す

るものとする。 

6 騒音の測定方法は、当分の間、日本工業規格Z8731に定める騒音レベル測定方法によるものとし、

騒音の大きさの決定は、次のとおりとする。 

(1) 騒音計の指示値が変動せず、又は変動が少ない場合は、その指示値とする。 

(2) 騒音計の指示値が周期的又は間欠的に変動し、その指示値の最大値がおおむね一定の場合は、

その変動ごとの指示値の最大値の平均値とする。 

(3) 騒音計の指示値が不規則かつ大幅に変動する場合は、測定値の90パーセントレンジの上端の

数値とする。 

(4) 騒音計の指示値が周期的又は間欠的に変動し、その指示値の最大値が一定でない場合は、そ

の変動ごとの指示値の最大値の90パーセントレンジの上端の数値とする。 

7 騒音規制法又は福井県公害防止条例の規定の適用を受ける工場又は事業場については、この規

制基準は適用しない。 

附表1 

区分 区域 

第1種区域 都市計画法(昭和43年法律第100号。以下本表において「法」という。)第8条第1項

第1号に定める第1種低層住居専用地域及び第2種低層住居専用地域の区域 

第2種区域 法第8条第1項第1号に定める第1種中高層住居専用地域、第2種中高層住居専用地域、

第1種住居地域、第2種住居地域及び準住居地域の区域 

第3種区域 法第8条第1項第1号に定める近隣商業地域、商業地域及び準工業地域の区域 

第4種区域 法第8条第1項第1号に定める工業地域の区域 

その他の区域 合併前の三国町における上記以外の市長が指定した区域 

附表2 

(1) 学校教育法(昭和22年法律第26号)第1条に規定する学校 

(2) 児童福祉法(昭和22年法律第164号)第7条に規定する保育所 

(3) 医療法(昭和23年法律第205号)第1条の5第1項に規定する病院及び同条第2項に規定する診療所の 

うち患者の収容施設を有するもの 

(4) 図書館法(昭和25年法律第118号)第2条第1項に規定する図書館 

(5) 老人福祉法(昭和38年法律第133号)第5条の3に規定する特別養護老人ホーム 
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（３）悪臭に係る規制基準（規則別表第４） 

項目 許容限度 

悪臭 
特定工場の敷地境界線において、附表に掲げる6段階臭気強度表示法による臭気強度0から

3までとする。 

附表 

臭気強度 臭気の程度 

0 無臭 

1 やっと感知できるにおい 

2 何の臭いであるかがわかる弱いにおい 

3 らくに感知できるにおい 

4 強いにおい 

5 強烈なにおい 

 

（４）自然を保護する地区の区域内において、次に掲げる通常の管理行為、軽易な行為その他の行為

については、届け出なくても構いません。（規則別表第５） 

適用条件 

1 次に掲げる建築物の新築、増築、改築又は移転 

(1) 地下に設ける建築物の新築、増築、改築又は移転 

(2) 建築物の新築、増築、改築又は移転でその新築、増築、改築又は移転に係る部分の高さ及び

床面積の合計が、それぞれ5メートル及び10平方メートル以下であるもの 

2 次に掲げる工作物(建築物以外の工作物をいう。以下同じ。)の新築、増築、改築又は移転 

(1) 仮設の工作物の新築、増築、改築又は移転 

(2) 地下に設ける工作物の新築、増築、改築又は移転 

(3) 電気供給のための電線路、有線電話通信のための線路又は空中線系(その支持物を含む。)の

新築、増築又は改築(新築、増築又は改築に係る部分の高さが20メートルを超えるものを除く。) 

(4) その他の工作物の新築、増築又は改築で、その新築、増築又は改築に係る部分の高さが5メー

トル以下であるもの 

3 次に掲げる土地の形質の変更 

(1) 面積が60平方メートル以下の土地の形質の変更で、高さが3メートルを超える法を生ずる切土

若しくは盛土を伴わないもの又は同程度の土石類の採取 

(2) 地下における土地の形質の変更 

4 次に掲げる木竹の伐採 

(1) 枯損した木竹又は危険な木竹の伐採 

(2) 除伐、間伐、整枝等木竹の保育のために通常行われる木竹の伐採 

(3) 自家の生活の用に充てるために必要な木竹の伐採 

(4) 仮植した木竹の伐採 

(5) 測量、実地調査又は施設の保守の支障となる木竹の伐採 

5 面積が60平方メートル以下の水面の埋立て又は干拓 
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6 前各号に掲げるもののほか、次に掲げる行為 

(1) 法令又はこれに基づく処分による義務の履行として行う行為 

(2) 建築物の存する敷地内で行う行為。ただし、次に掲げる行為を除く。 

ア 建築物その他の工作物の新築、増築、改築又は移転でその新築、増築、改築又は移転に係る

部分の高さ及び床面積の合計がそれぞれ10メートル及び30平方メートルを超えるもの 

イ 高さが5メートルを超える木竹の伐採 

(3) 農業、林業又は漁業を営むために行う行為。ただし、次に掲げる行為を除く。 

ア 建築物の新築、増築、改築又は移転(ただし、物置、作業小屋の新築、増築、改築又は移転に

係る部分の床面積の合計が90平方メートル以下であるものを除く。) 

イ 用排水施設(幅員が2メートル以下の用排水路を除く。)又は幅員が2メートルを超える農道若

しくは林道の設置 

ウ 宅地の造成(アただし書に規定する建築物の新築、増築、改築又は移転のために必要な最小限

のものを除く。)又は開墾 

エ 森林の皆伐 

オ 水面の埋立て又は干拓 

 


